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（仮称）東京都北区集合住宅の建築及び管理に関する条例 
施行規則（案）の概要 

 
 
 

・この規則は、条例の施行について必要な事項を定めます。 

 

 

 

 

・「公営住宅等」の定義を定めます。 

・この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例によるものとします。 

 

 

 

 

・住戸専用面積は、当該住戸の外壁及び界壁の中心線で囲まれた部分（ベラ

ンダ、バルコニー及び住戸の外部に開口部を設けたメーターボックス、パイ

プスペース等の部分を除く。）の床面積により算出するものとします。 

 

 

 

 

・標識の様式を定めます。 

・建築主は、標識を容易に破壊又は倒壊しない方法で設置するとともに、そ

の記載事項が、期間中不鮮明にならないように維持管理するものとします。 

・標識の設置方法について定めます。 

・標識を設置する期間は、東京都北区中高層建築物の建築に係る紛争の予防

と調整に関する条例施行規則の規定（規模により１５日、３０日、６０日）

によるものとします。 

ただし、ワンルーム形式住戸を１５以上含む集合住宅の場合、標識設置期

間を少なくとも３０日以上とします。 

・標識を設置したときは、建築計画書に記載することで届け出るものとしま

す。 

 

 

１ 趣 旨 

２ 用語の定義 

３ 住戸面積の算出方法 

４ 標識の設置 
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・近隣住民に説明する事項は、次に掲げるとおりとします。 

（１）敷地の形態及び規模、建築物の配置並びに付近の建築物の位置の概要 

（２）建築物の規模、構造及び用途 

（３）工期、工法、作業方法等 

（４）工事による危害の防止策 

（５）建築に伴って生ずる周辺の生活環境に及ぼす日影、その他の影響及び

その対策 

（６）計画建築物についての問い合わせ先及び工事中の連絡先 

 

 

 

 

 

・建築計画書は、正本及び副本に次に掲げる図書を添えたものとします。 

 （１）案内図 

（２）配置図及び平面図 

（３）立面図（4 面） 

（４）断面図 

（５）日影図 

（６）各住戸の専用面積の一覧表 

（７）その他区長が必要と認めるもの 

 

・建築変更計画書は、正本及び副本に、変更に係る図書を添えたものとしま

す。 

・建築主を変更しようとするときは、建築主変更届により区長に届け出るも

のとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 建築計画書等の様式 

５ 説明及び周知事項 
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・建築計画書及び建築変更計画書（以下「建築計画書等」という。）の閲覧を

しようとする者は、建築計画書等閲覧申請書により、区長に申請しなけれ

ばならないとします。 

・閲覧項目は、次の事項を除外したものとします。 

（１）印影の全部又は一部 

（２）個人建築主の電話番号 

・建築計画書等に添付された資料は、公開しないものとします。 

 

 

 

 

 

・１住戸の専用面積に係る規定の除外事項は、一の法人等の施設である寮と

して用いる共同住宅で、次に掲げる書類が提出できるものとします。 

ア 寮規 

 イ 法人等と建築主が異なる場合にあっては、契約書の写し 

 ウ その他区長が必要と認めるもの 

 

 

 

 

 

・次の区分に応じる台数を設置するものとします（端数切り上げ）。 

 （１）家族向け住戸でない場合、１戸につき１を乗じた台数  

 （２）家族向け住戸の場合、１戸につき 1.5 を乗じた台数 

 

 ・自動二輪車又は原動機付自転車の駐車のための施設を設置したときは、当

該施設の駐車台数を自転車駐輪施設の駐車台数として計算するものとしま

す。 

 

 

 

 

 

 

７ 閲覧の申請等 

８ 適用の除外（住戸の規模）

９ 自転車駐輪施設の設置
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・設置する面積は、次の区分に応じた面積とします。 

 （１）総戸数が 50 戸以上 80 戸未満の場合   50 平方メートル以上 

 （２）総戸数が 80 戸以上 200 戸未満の場合   計画戸数に 0.7 を乗じた面

積以上  

 （３）総戸数が 200 戸以上の場合       150 平方メートル以上 

 

 

 

 

 

・設置基準は、次のとおりとします。 

（１）ごみ集積所 閉鎖された構造により臭気、汚水等の流出を防止すると

ともに、ごみ収集作業に支障の無い近隣に配慮した位置に設置すること。

また廃棄物の種類、排出量及び保管日数に応じて、十分に収納できる規

模とすること。 

            

（２）資源保管場所 集合住宅等の建設における資源保管場所の設置等に関

する指導要綱（平成６年９月８日区長決裁）による基準。 

 

 

 

 

 

・管理人室は、次に掲げる措置を講ずるものとします。 

（１）管理人室は、主に使用する出入口を見通すことができる場所に設置し、

受付窓、その他管理業務を行うにあたり必要な設備を設置すること。 

ただし、総戸数３０戸以下の場合に限り、管理人が当該建築物に居住す

る場合または管理人が隣接住居に居住する場合は、当該居室を管理人室と

みなすことができる。 

（２）管理人室である旨を表示すること。 

 

 

 

 

 

１２ 管理人室の設置基準 

１０ 多目的室の設置基準 

１１ ごみ集積所等の設置 
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・表示板は、次に掲げる事項を記載し、主に使用する出入口等外部から見や

すい場所に設置するものとします。 

 （１）緊急時の連絡先 

 （２）管理人の氏名（法人の場合は、当該法人の所在地及び法人名） 

 （３）建築物の名称 

  

・入居者の遵守事項は、次に掲げるものとします。 

 （１）住宅の用途転用の禁止に関すること。 

 （２）周辺道路への自動車、自動二輪車、原動機付自転車及び自転車の駐車

駐輪の禁止に関すること。 

 （３）騒音の発生その他近隣関係住民への迷惑行為の禁止に関すること。 

 （４）廃棄物の排出方法に関すること。 

 （５）落下物による危害の防止に関すること。 

  

・管理人の駐在は、次に掲げる区分に応じたものとします。 

 （１）総戸数が 30 戸未満の場合    

必要に応じ、定期的に駐在すること。 

 （２）総戸数が 30 戸以上 100 戸未満の場合 

   週 5 日以上かつ日中 4 時間以上駐在すること。  

（３）総戸数が 100 戸以上の場合 

   常駐すること。ただし、管理人を常駐させる時間を除く時間について、

管理人による管理の方法と同等の管理が行うことができると区長が認め

る措置を行った場合は、週 5 日以上かつ日中 8 時間以上駐在すること。       

        

 

 

 

 

 

・協力とは、入居者への町会・自治会への加入等に関する案内の配布等及び 

 区長が必要と認める協力とします。 

 

 

 

 

１３ 管理に関する基準 

１４ 町会・自治会への加入等に関する協力
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・建築主は、次の事項に適合するよう努めるものとします。 

 （１）段差を設けないこと。ただし、傾斜路を設けている場合又は適切な位

置に手すりを設置している場合は、この限りでない。 

（２）床面は滑りにくい仕上げとすること。 

（３）廊下、傾斜路、敷地内通路の有効幅は 1.2 メートル以上とすること。 

（４）出入口の有効幅は、80 センチメートル以上とすること。 

 

 

 

 

・家族向け住戸の設置は、当該建築物の総戸数から３０を減じたものに２分

の１を乗じて得たもの（その数に 1 未満の端数があるときは、これを切り上

げる。）以上とします。 

 

 

 

 

・家族向け住戸の除外事項は、次に掲げるものとします。 

（１）一の法人等の施設である寮として用いる共同住宅で、次に掲げる書類

が提出できるもの。 

ア 寮規 

 イ 法人等と建築主が異なる場合にあっては、契約書の写し 

 ウ その他区長が必要と認めるもの 

（２）公営住宅等の建替事業で、従前居住者に配慮する必要があると区長が

認めるもの。 

 

 

 

 

・届出は、工事完了届によるものとします。 

・職員の身分を示す証明書は、立入検査証によるものとします。 

 

 

 

 

１５ バリアフリーへの配慮

１６ 家族向け住戸の設置 

１７ 適用の除外（家族向け住戸の設置）

１８ 工事完了の届出及び調査
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・建築主及び所有者等は、区長から報告を求められたときは、報告書に必要な

書類を添付して報告しなければならないものとします。 

 

   

 

 

 

・区長の勧告は、勧告書によるものとします。 

・公表は、次の事項を、区役所掲示場に掲示及びホームページにより行うも

のとします。 

 （１）建築物の敷地の位置 

 （２）建築物の名称 

 （３）勧告に従わなかった建築主又は所有者等の住所及び氏名 

 （４）勧告内容 

 

 

 

 

 

・条例に定める適用除外事項について認定を受けようとする建築主は、認定

申請書の正本及び副本に、区長が必要と認めた図書を添えて、区長に提出し

なければならないものとします。 

 ・区長は、認定の申請を受けたときは、認定通知書又は認定しない旨の通知

書により、申請者に通知しなければならないものとします。 

 

 

 

 

 

 この規則の実施に関し必要な事項は、区長が別に定めるものとします。 

 

 

 

 

 

１９ 報告の徴収 

２０ 勧告及び公表 

２１ 認定申請書 

２２ 委任 
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（仮称）東京都北区集合住宅の建築及び管理に関する 

条例施行規則（案）の概要 
 

平成１９年１０月 発行 

 

（問い合わせ先） 

北区まちづくり部住宅課（建築調整担当） 

〒１１４－８５０８ 

東京都北区王子本町１－１５－２２ 

直通電話 ３９０８－９２０６ 


